
住生活基本計画(全国計画)

政策の結果等

○ 住宅政策の「量」から「質」への転換を図るため制定された「住生活基本法」に基づき、「住生活基本計画（全
国計画）」（平成１８年９月閣議決定）を策定。

○ 計画については、おおむね５年後に見直し、所要の変更を行うこととしており、新たな住生活基本計画の策定
に向け、現行計画における目標の達成状況等について評価を行う（現行計画は平成２３年３月閣議決定）。

○ 成果指標の達成状況の分析・評価を通じて、４つの目標の達成状況の評価を行う。

評価の目的・手法

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

【主な成果指標の達成状況等】

【主な成果指標の達成状況等】

【主な成果指標の達成状況等】

●ストックの新耐震基準適合率
目標：79%（平20）→95%（平32） 現状：82%（平25）

●高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合
目標：0.9%（平17）→3～5%（平32） 現状： 1.9%（平25）

●リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合
目標：3.5%（平16～20平均）→6%（平32） 現状：3.8%（平25）

●住宅性能表示の実施率（新築）
目標：19%（平21）→50%（平32） 現状：23.5%（平25）

●既存住宅の流通シェア
目標： 14%（平20）→25%（平32） 現状：14.7%（平25）

目標の達成に向け進捗が遅れている。
リフォーム実施戸数の割合や長期修繕計画に基づく修繕積立金を

設定している分譲マンション管理組合の割合が依然低水準等の課
題があり、住宅の適正な管理と維持保全に向け、施策の更なる充実
を図る必要がある。

目標の達成に向け進捗が遅れている。
既存住宅流通・リフォーム市場は、特に戸建て既存住宅の流通

シェアが伸び悩んでおり、市場の環境整備等の取組を一層推進する
必要がある。

目標の達成に向け進捗が遅れている。
耐震性不十分な住宅ストック及び地震時等に著しく危険な密集市

街地の存在等の課題があり、引き続き、住宅の耐震化、建替え等の
取組を推進する必要がある。

目標１ 安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築

評価結果

目標２ 住宅の適正な管理及び再生

【既存住宅流通シェアの国際比較】
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（資料）日本：総務省「平成25年住宅・土地統計調査」、国土交通省「住宅着工統計（平成26年計）」
（データは2013年）アメリカ：U.S.Census Bureau 「New Residential Construction」,「National Association 
of REALTORS」（データは2014年）http://www.census.gov/ http://www.realtor.org/
イギリス：Department for Communities and Local Government「Housing Statistics」（データは2013年）
（http://www.communities.gov.uk/） フランス：Ministère de l'Écologie, du Développement durable et 
de l'Énergie「Service de l'Observation et des Statistiques 」「Conseil général de l'environnement et du 
développement」（データは2013年）http://www.driea.ile-defrance.developpement-durable.gouv.fr

注１）フランス：年間既存住宅流通量として、毎月の既存住宅流通量の年換算値の年間平均値を採用
した。
注２）住宅取引戸数は取引額4万ポンド以上のもの。なお、データ元である調査機関のHMRCは、
このしきい値により全体のうちの12％が調査対象からもれると推計している。
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【住宅投資に占めるリフォーム投資の
割合の国際比較】

出典：
日本（H26・2014年）：国民経済計算（内閣府）及び（財）住宅リフォーム・

紛争処理支援センターによる推計値
イギリス・フランス・ドイツ（H24・2012年） ： ユーロコンストラクト資料

＜注＞住宅投資は、新設住宅投資とリフォーム投資の合計額

【住宅の耐震化の進捗状況】
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【主な成果指標の達成状況等】

●高齢者のいる住宅のバリアフリー化率
目標：一定37%（平20）→75%（平32） 現状：41.2%（平25）

高度9.5%（平20）→25%（平32） 現状：10.7%（平25）

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

目標の達成に向け進捗が遅れている。
目標を達成するため、空き家の活用促進や、民間賃貸住宅を活用

した新たな仕組みの構築等により、住宅セーフティネット機能を強化
する必要がある。

全体 持家 借家 高齢居住

住
戸
内
（専
用
部
分
）

Ａ手すり（２ヶ所以上）
23.6％

【19.9％】
32.8％

【27.9％】
9.3％

【8.0％】
33.5％

【29.3％】

Ｂ段差のない屋内
21.4％

【20.0％】
27.0％

【25.1％】
13.3％

【12.9％】
20.7％

【19.1％】

Ｃ廊下幅が車椅子
通行可

16.2％
【16.1％】

21.4％
【21.4％】

8.5％
【8.4％】

20.4％
【20.3％】

ＡＢＣいずれかに対応
37.0％

【33.8％】
48.6％

【44.3％】
19.8％

【18.6％】
45.1％

【42.0％】

Ａ又はＢに対応

（一定対応）

34.0％
【33.0％】

44.9％
【39.6％】

17.6％
【16.2％】

41.2％
【36.9％】

ＡＢＣ全て対応
（３点セット）

8.7％
【7.8％】

11.7％
【10.6％】

4.2％
【3.9％】

10.7％
【9.5％】

共
用
部
分

Ｄ道路から玄関

まで車椅子通
行可

全体
12.4％

【12.4％】
15.0％

【15.5％】
8.7％

【8.2％】
14.8%

【15.6％】

共同住
宅

17.2％
【15.7％】

41.7％
【41.2％】

9.5％
【8.9％】

25.8%*
【24.1％】

【住宅のバリアフリー化の状況】
（3点セット等の実施率（ストックに対する割合）

注）【 】の値は平成20年値。「3点ｾｯﾄ」は、「廊下幅」データが実態と乖離があることを勘案
した補正値を用いて推計。「高齢居住」欄は、65歳以上の者が居住する住宅における比率。

出典：総務省「 平成25年住宅・土地統計調査（速報）」（一部特別集計）

・ ４つの各目標の達成度合いは、いずれも進展が大きいとは言えない。各目標の進展が思うように進まなかった
理由としては、各成果指標ごとに記載した分析のほか、住宅関連施策は住宅関連事業者等に行ってもらうものが
多く、国が直接事業を行うわけではないので、事業量等をコントロールしにくいといった理由が挙げられる。

・ 目標の達成に向けて進展が大きくない現状を踏まえ、新たな住生活基本計画では、成果指標の見直しを進め
るとともに、目標に関連する基本的な施策を現行計画以上に具体的に記載し、課題解決に向けた新たな仕組みの
構築も含め、各施策をより一層推進していく。



現状と今後１０年の課題 今後の対応方針

◆現行計画の評価結果及び社会経済情勢の変化等を踏まえ、新たな住生活基本計画
（全国計画）を策定（計画期間：H28～37）

新たな住生活基本計画へ反映

３つの視点から、８つの目標を設定
(1) 少⼦⾼齢化・⼈⼝減少の急速な進展。⼤都市圏における後期

⾼齢者の急増 【⾼齢化問題】
・後期⾼齢者：平成22年 約1,419万⼈→平成37年 約2,179万⼈
（⾸都圏：約318万⼈→約572万⼈）
・⾼齢化に伴い被⽣活保護世帯が増加 平成4年 約59万世帯
→平成27年 約162万世帯

(2) 世帯数の減少により空き家がさらに増加 【空き家問題】
・平成31年の5,307万世帯を頂点に世帯数は減少局⾯を迎え、
平成37年5,244万世帯の⾒込み
・平成25年の空き家⼾数：約820万⼾
（賃貸・売却⽤等以外：約320万⼾）

(3) 地域のコミュニティが希薄化しているなど居住環境の質
が低下
・⼀般路線バスの廃線：平成21年〜平成26年に約8,053km
・鉄軌道の廃線：平成12年度から平成26年度までに37路線、
約754km

(4) ⾼齢者問題、空き家問題等は、⻑期的には出⽣率の
向上による⼈⼝ピラミッドの改善がない限り、さらに厳しい状況
に陥ることが確実【少⼦化問題】 ・希望出⽣率1.8に対して1.4の現状

(5) リフォーム・既存住宅流通等の住宅ストック活⽤型市場
への転換の遅れ
・住宅リフォーム市場規模：平成20年 約6.06兆円→平成25年 約7.49兆円
・既存住宅取引数：平成20年 約16.7万⼾→平成25年 約16.9万⼾

(6) マンションの⽼朽化・空き家の増加により、防災・治安
・衛⽣⾯等での課題が顕在化するおそれ 【マンション問題】
・旧耐震基準時代に建設されたマンションストック：約106万⼾
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【空き家の種類別・空き家数の推移】

今後の対応方針

①居住者からの視点
目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が
安心して暮らせる住生活の実現
（基本的な施策例）
必要とする質や広さの住宅に、収⼊等の世帯の状況
に応じて居住できるよう⽀援 等
目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の
実現
（基本的な施策例）
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化やﾋｰﾄｼｮｯｸ対策に加え、⾝体・認知機能等
の状況を考慮した部屋の配置・設備等⾼齢者向けの
住まいや多様な住宅関連サービスのあり⽅を⽰した
「新たな⾼齢者向け住宅のガイドライン」を策定 等
目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安
定の確保
（基本的な施策例）
空き家活用の促進とともに、民間賃貸住宅を活用した新
たな仕組みの構築も含めた住宅セーフティネット機能を
強化 等

②住宅ストックからの視点
目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システム
の構築
（基本的な施策例）
資産としての価値を形成するための施策の総合的な実
施 等

目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅
ストックへの更新
（基本的な施策例）
耐震性を充たさない住宅の建替え等による更新 等

目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進
（基本的な施策例）
空き家増加が抑制される新たな住宅循環システムの構
築 等

③産業・地域からの視点
目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長
（基本的な施策例）
地域経済を支える地域材を用いた良質な木造住宅の供
給促進やそれを担う設計者や技能者の育成等の生産
体制整備 等

目標８ 住宅地の魅力の維持・向上
（基本的な施策例）
スマートウェルネスシティやコンパクトシティなどのまち
づくりと連携しつつ、福祉拠点の形成や街なか居住を進
め、交通・買物・医療・教育等の居住者の利便性向上
等


